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■2020/３期１Ｑ 業績総括

（スライド資料の通り）
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■連結ＰＬ実績

当第１四半期連結累計期間（2019年４月１日～2019年６月30日）は、増収増益となった。

連結売上高は、前年同期比103.1％の375億円となった。主要なグループ会社では㈱UAおよび

㈱コーエン等が増収し、販売チャネルでは各社ともネット通販が伸長した。

売上総利益率は前年同期から0.1ポイント低下し、54.7％となった。これは、㈱UAや一部のグ

ループ会社で天候要因のマイナスに伴い値引販売が増加したこと等による。

販管費率は、前年同期から1.3ポイント低減し、46.4％となった。㈱コーエンの宣伝販促費や㈱

UAの固定費の減等が挙げられる。

以上の結果、経常利益は前年同期比119.0％の31億円となった。四半期純利益は同じく122.1％

の19億円となった。
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■単体 売上高実績 チャネル別

単体売上高は前年同期比103.3％、既存店売上高前期比は102.2％となった。

既存店売上高は小売が前年同期を下回るも、ネット通販が114.5％と２桁増収を維持し、小売

＋ネット通販既存店売上高が前年実績を超えた。

ネット通販の売上構成比は20.8％と前年同期より上昇、アウトレットは14.7％と低減した。

既存店客数についても売上高と同様、小売が前年同期を下回ったものの、小売＋ネット通販

既存店実績は前年同期を上回った。
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■単体 売上高実績 事業別

第一事業本部、第二事業本部とも増収し、小売＋ネット通販既存店売上高が前年同期を上

回った。

第一事業本部は、メンズドレスおよびウィメンズ全般の売上高が前年同期を超え、第二事業本

部はメンズカジュアルおよびウィメンズ全般の売上高が前年同期を超えた。
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■連結売上総利益率実績

売上総利益率は、前年同期から0.1ポイント低下し、54.7％となった。

各事業の売上総利益率の増減等が連結売上総利益率に与えた影響は次の通り。

㈱UA ビジネスユニットによる影響はマイナス0.1ポイント。ビジネスユニット自体の売上総利益

率の前年同期差はマイナス0.1ポイント。天候要因のマイナスに伴い値引販売が増加したこと等

による。

㈱UA アウトレット等による影響はプラス0.1ポイント。アウトレット等自体の売上総利益率前年同

期差はプラス0.9ポイント。過去在庫の縮小に伴い、アウトレット専用品構成比が向上し、売上総

利益率が改善。

㈱UA その他原価による影響はプラスマイナスゼロ。前年同期から大きな変動はなかった。

その他、子会社動向等に伴う影響はマイナス0.1ポイント。一部の子会社で天候要因のマイナス

に伴い値引販売が増加したこと等による。
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■連結販管費実績

販管費は、前年同期比100.2％、販管費率は前年同期から1.3ポイント低減の46.4％となった。

売上比における前年同期からの主な増減内容は次の通り。

宣伝販促費：前年同期にテレビCMを実施し、今期は非実施の㈱コーエンの宣伝販促費の減等。

賃借料：㈱UAの物流倉庫家賃の減等。

その他：㈱UAの前期物流倉庫移管に伴う一時コストの減、新店一時経費の減等。
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■連結BS実績

連結総資産は前年同期末比104.8％、前期末比102.7％の726億円となった。

前年同期末との主な差異要因は以下の通り。

流動資産は、前年同期末比104.7％の470億円となった。これは主に未収入金、現預金の増に

よるものである。

固定資産は、同105.0％の255億円となった。これは主に有形固定資産の増、減価償却による

減によるものである。

流動負債は、同96.4％の284億円となった。これは主に一年以内返済予定の長期借入金、未払

金の減、買掛金の増によるものである。

固定負債は、同85.8％の42億円となった。これは主に長期借入金の減によるものである。

長短借入金の残高は、同77.3％の70億円となった。

たな卸資産は、同102.1％の270億円となった。第１四半期の売上高前年同期比は103.1％であ

り、引続き売上高の伸びを下回った。
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■ 連結ＣＦ実績

１Ｑ末の現金及び現金同等物は、65億円となった。

営業キャッシュ・フローは、５億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内訳は税前四

半期純利益30億円、仕入債務の増13億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、たな卸資産の

増20億円、賞与引当金の減15億円、法人税等の支払い11億円である。

投資活動によるキャッシュ・フローは、12億円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウトの主

な内訳は有形固定資産の取得７億円である。ちなみに前年同期は物流に関わる投資等により、

キャッシュアウト額が増加した。

財務活動によるキャッシュ・フローは、13億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内

訳は短期借入金の増39億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は、配当金の支払20億円、長期

借入金の返済５億円である。
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■グループ合計出退店 １Ｑ実績、通期見込み

１Ｑ実績：グループ合計での新規出店数：５、退店：２、期末店舗数：361。

通期見込み：グループ合計での新規出店数：20、退店：13、期末店舗数：365。

期末店舗数見込みは前回の説明会から２店舗増加している。要因は㈱コーエンの新店１店舗

の増および退店１店舗の減による。
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■参考：㈱ＵＡ ストアブランド別出退店実績

（説明は省略）
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■参考：グループ会社別出退店実績 個別明細

（説明は省略）
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■グループ会社の進捗

（スライド資料の通り）
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■Ⅱ．重点取組施策の進捗等



■ 物流センター再編 進捗報告

最初に物流センターの再編について。

当初はレギュラー事業の物流拠点である流山センターと、アウトレット事業の物流拠点である柏

の葉センターの２ヶ所に集約する予定だったが、その後の運営状況を鑑み、流山と柏の葉を主力

センターと位置づけた上で、他の小型センターも状況に応じて使い分ける方向性に変更した。

具体的には、流山センターで行なっていた自社輸入商品への品質表示タグの添付、店舗や通

販サイトからの返送品のたたみ直しなどの各種付帯業務と、一部小型事業の入出荷について、

柏の葉を含む数センターに分散することにした。

当初は、これらの業務も全て流山センターで行なう計画だったが、センター内に様々な業務が

混在することで作業が複雑化し、本来注力すべき入出荷業務に支障をきたす可能性が見えてき

た。今秋に予定している自社EC運営の内製化を考慮した場合、流山センターは入出荷と自社EC

運営に特化し、その他の付帯業務を他センターに移管した方が運営上のリスクが少ないと判断し

た。
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■ 物流センター再編 進捗報告

続いて、センター再編による定性効果、定量効果について。定性面では物流業務の安定化が

図れている。マテハン機器を導入することで少人数運営が可能となり、効率的に安定した作業が

行なえている。今回の再編により、自社EC運営の内製化も可能となった。現在、今秋の運用開始

に向け、自社EC専用ラインの追加や物流センター内のお直し工房の増設など、環境整備を進め

ている。定量面ではマテハン機器による自動化で１品あたりの出荷コストが半減し、再編前に比

べ、年間2.7億円程度の削減効果が期待できる。加えてRFID読み取り機器を導入したことで入荷

検品の作業工程も減り、再編前に比べ、年間1,000万円程度の削減効果が期待できる。

次に、今後の方向性について。今秋の自社ECの内製化に向けて、流山センターは各種オムニ

チャネルサービスの鍵となる施設である。店舗で決済して物流センターから直送したり、店舗で取

り扱いのない商品をご希望の店舗に配送するのに加え、お直し済み商品の配送やギフトラッピン

グ対応など、実店舗とネット通販の垣根をなくす取り組みの多くは、このセンターで実現される。

現段階では一部小型事業の在庫管理を他センターに分散するため、当初見込みよりも運営コス

トは上がる見込みだが、将来的にはここも流山に集約し、実店舗とネット通販をシームレスにつな

ぎ、在庫を効率的に運用していくための最重要拠点とする。

・ご参考 「ヒトとモノとウツワ ユナイテッドアローズが大切にしていること」より

物流が担う、行き届いたサービスの未来形。 http://taisetsu.united-arrows.co.jp/7968/
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■ RFID導入 進捗報告

続いて、RFID導入の進捗状況について。

以前から導入していたグリーンレーベル リラクシングとコーエンに続き、2019年3月期よりドゥロ

ワー、オデット エ オディール、ステーション ストアに加え、ユナイテッドアローズ、エメル リファイ

ンズへと、事業単位で段階的に拡大を進めてきた。

今後は今年９月のユナイテッドアローズ 総合店、ビューティ＆ユースへもってレギュラー事業へ

の導入を完了し、2021年３月期中にはアウトレット事業を含む全社展開を予定している。

RFIDの主な効果については、店舗運営における棚卸し業務の大幅な効率化や、会計待ち時間

の短縮があげられる。加えて、物流コストの低減にもつながっている。
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■ RFID導入 進捗報告

次に、棚卸し業務における具体的な効果について。

直近導入したユナイテッドアローズ、ドゥロワー、オデット エ オディール、ステーション ストアを

対象とした棚卸しの調査では、棚卸し業務にかかる作業工程の大幅な見直しと精度向上により、

人員数、総作業時間に大きな削減効果が出ている。導入前後の比較では、棚卸し１回当たりの

人員数は52.6％減、総作業時間は88.2％減となった。ここで削減した時間を店頭接客や販売に直

結する各種業務にあてることで、販売力の強化、向上へつなげられると考えている。今後の全社

導入により、更なる効果の拡大を期待する。

RFIDの活用拡大に伴い、将来的にはどの商品がどの場所にあるのかリアルタイムでわかるよ

うになり、棚卸差異も極力減らすことができるなど、在庫管理の精度が向上すると考えている。そ

の他、RFIDデータをスマートフォンアプリやデジタルサイネージと連動させ、ご来店時にお探しの

商品が置いてある場所をご案内したり、お客様の手に取った商品にあわせておすすめの商品や

スタイリングの提案をする等、新たな買い物体験の実現に向け継続検討する。
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